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【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　川井　淳一

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の種類】 株式

【届出の対象とした募集（売出）金額】 一般募集 2,441,400,000円

 引受人の買取引受による売出し 320,025,000円

 オーバーアロットメントによる売出し 341,360,000円

 （注）１．募集金額は、発行価額の総額であり、平成21年７月

31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額

であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額に

て買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額

（発行価格）で一般募集を行うため、一般募集に

おける発行価格の総額は上記の金額とは異なりま

す。

２．売出金額は、売出価額の総額であり、平成21年７月

31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値を基準として算出した見込額

であります。

【安定操作に関する事項】 １．今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式

について、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融

商品取引法施行令第20条第１項に規定する安定操作取引

が行われる場合があります。

２．上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市

場を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引

所であります。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部【証券情報】

 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 1,200,000株
完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない株式
単元株式数　100株

（注）１．平成21年８月４日(火)開催の取締役会決議によります。

２．本募集（以下「一般募集」という。）及び一般募集と同時に行われる後記「第２　売出要項　１　売出株式（引受人

の買取引受による売出し）」に記載の売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）にあたり、その

需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から160,000株を

上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行う場合

があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　

オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その

内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照下さい。

４．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

　平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）に決定

される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額（発行価

格）で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における発行価格の総額との差

額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 － － －

一般募集 1,200,000株 2,441,400,000 1,220,700,000

計（総発行株式） 1,200,000株 2,441,400,000 1,220,700,000

（注）１．全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２．発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとし

ます。また、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とします。

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成21年７月31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【募集の条件】

発行価格（円）
発行価額
（円）

資本組入
額（円）

申込株
数単位

申込期間
申込証拠
金（円）

払込期日

未定
（注）１．２．
発行価格等決定日
における株式会社
東京証券取引所の
終値（当日に終値
のない場合は、そ
の日に先立つ直近
日の終値）に0.90
～1.00を乗じた価
格（１円未満端数
切捨て）を仮条件
とします。

未定
(注)１．
２．

未定
(注)１．

100株
自 平成21年８月17日(月)
至 平成21年８月18日(火)

(注)３．

１株につ
き発行価
格と同一
の金額

平成21年８月21日(金)
(注)３．

（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件により需要

状況を勘案した上で、平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までの間のいずれかの日（発行価格等決定

日）に、一般募集における価額（発行価格）を決定し、併せて発行価額（当社が引受人より受取る１株当たりの払

込金額）及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額を新規発行株式の発行数で除し

た金額とします。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が

決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入

額の総額、差引手取概算額、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出

しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の

訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出

書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］

http://www.ainj.co.jp/）（以下「新聞等」という。）で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価

証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発

行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容について

の訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２．前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価格と発行

価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する

予定であります。

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状況の

把握期間は、最長で平成21年８月10日(月)から平成21年８月14日(金)までを予定しておりますが、実際の発行価格

等の決定期間は、平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成21年８月11日(火)の場合、申込期間は「自　平成21年８月12日(水)　至　平成21年８月13

日(木)」、払込期日は「平成21年８月19日(水)」

②　発行価格等決定日が平成21年８月12日(水)の場合、申込期間は「自　平成21年８月13日(木)　至　平成21年８月14

日(金)」、払込期日は「平成21年８月19日(水)」

③　発行価格等決定日が平成21年８月13日(木)の場合、申込期間は「自　平成21年８月14日(金)　至　平成21年８月17

日(月)」、払込期日は「平成21年８月20日(木)」

④　発行価格等決定日が平成21年８月14日(金)の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５．申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６．申込証拠金には、利息をつけません。

７．株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成21年８月11日(火)の場合、受渡期日は「平成21年８月20日(木)」

②　発行価格等決定日が平成21年８月12日(水)の場合、受渡期日は「平成21年８月20日(木)」

③　発行価格等決定日が平成21年８月13日(木)の場合、受渡期日は「平成21年８月21日(金)」
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④　発行価格等決定日が平成21年８月14日(金)の場合、受渡期日は「平成21年８月24日(月)」

となりますのでご注意下さい。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座での振

替えにより行われます。

なお、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律の施行に

より、平成21年１月５日以降当社は株券不発行会社となっておりますので、株券の交付は行われません。

 

（３）【申込取扱場所】

　後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者の本店及び全国各支店で申込みの取扱いをいたします。

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社北海道銀行　北二十四条支店 札幌市北区北二十三条西三丁目２番32号

株式会社北洋銀行　北七条支店 札幌市北区北七条西四丁目５番地１

　（注）　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

３【株式の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 768,000株１．買取引受けによります。

２．引受人は新株式払込金と

して、払込期日に払込取扱

場所へ発行価額と同額を払

込むことといたします。

３．引受手数料は支払われま

せん。

ただし、一般募集におけ

る価額（発行価格）と発行

価額との差額は引受人の手

取金となります。

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号 180,000株

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 120,000株

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 60,000株

髙木証券株式会社 大阪市北区梅田一丁目３番１－400号 60,000株

上光証券株式会社 札幌市中央区北一条西三丁目３番地 12,000株

計 ― 1,200,000株 ―
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４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

2,441,400,000 18,000,000 2,423,400,000

（注）１．引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。また、消

費税等は含まれておりません。

２．払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成21年７月31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株

式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額2,423,400,000円は、全額を当社（アインファーマシーズ）の平成22年４月期及び平成23年４月

期の設備投資資金の一部に充当する予定であります。

　なお、平成22年４月期及び平成23年４月期の設備投資計画の内容につきましては、後記「第三部　追完情報　１　設備

計画の変更」に記載のとおりであります。
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第２【売出要項】
 

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

　平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までの間のいずれかの日（発行価格等決定日）に決定される引受価額に

て後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該引受価額と異な

る価額（売出価格、発行価格と同一の価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引

受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人は引受人に対して引受手

数料を支払いません。

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏

名又は名称

普通株式 150,000株 320,025,000
東京都千代田区大手町一丁目４番２号
　丸紅株式会社

（注）１．一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹

事会社である野村證券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　

オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２．一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その

内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照下さい。

３．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４．売出価額の総額は、平成21年７月31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準とし

て算出した見込額であります。

 

２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】

売出価格
（円）

引受価額
（円）

申込期間
申込
単位

申込
証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び氏名又は

名称

元引受
契約の
内容

未定
(注)１．
２．

発行価格等
決定日にお
ける株式会
社東京証券
取引所の終
値（当日に
終値のない
場合は、そ
の日に先立
つ直近日の
終値）に
0.90～1.00
を乗じた価
格（１円未
満端数切捨
て）を仮条
件としま
す。

未定
(注)１．
２．

自　平成21年
８月17日(月)
至　平成21年
８月18日(火)
(注)３．

100株

１株に
つき売
出価格
と同一
の金額

右記金融商品
取引業者の本
店及び全国各
支店

東京都中央区日本橋一丁目９
番１号
　野村證券株式会社
東京都中央区八丁堀二丁目14
番１号
　いちよし証券株式会社
東京都千代田区大手町一丁目
５番１号
　みずほ証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目
４番１号
　三菱ＵＦＪ証券株式会社
大阪市北区梅田一丁目３番
１－400号
　髙木証券株式会社
札幌市中央区北一条西三丁目
３番地
　上光証券株式会社

(注)４．

（注）１．日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件により需要

状況を勘案した上で、平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までの間のいずれかの日（発行価格等決定

日）に、売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代金）を決定いたしま

す。

今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金）が決定された場合

は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引手

取概算額、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及び

オーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価

格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込

期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.ainj.co.jp/）（新聞等）

で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合に
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は、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の

決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が

交付され、新聞等による公表は行いません。

２．前記「１　売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは異なり

ます。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３．株式の受渡期日は、平成21年８月24日(月)であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決定する

予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需要状況の

把握期間は、最長で平成21年８月10日(月)から平成21年８月14日(金)までを予定しておりますが、実際の発行価格

等の決定期間は、平成21年８月11日(火)から平成21年８月14日(金)までを予定しております。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成21年８月11日(火)の場合、申込期間は「自　平成21年８月12日(水)　至　平成21年８月13

日(木)」、受渡期日は「平成21年８月20日(木)」

②　発行価格等決定日が平成21年８月12日(水)の場合、申込期間は「自　平成21年８月13日(木)　至　平成21年８月14

日(金)」、受渡期日は「平成21年８月20日(木)」

③　発行価格等決定日が平成21年８月13日(木)の場合、申込期間は「自　平成21年８月14日(金)　至　平成21年８月17

日(月)」、受渡期日は「平成21年８月21日(金)」

④　発行価格等決定日が平成21年８月14日(金)の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４．元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引受人の手取

金と同一といたします。

各金融商品取引業者の引受株式数

 金融商品取引業者名 引受株式数

 野村證券株式会社 96,000株

 いちよし証券株式会社 22,500株

 みずほ証券株式会社 15,000株

 三菱ＵＦＪ証券株式会社 7,500株

 髙木証券株式会社 7,500株

 上光証券株式会社 1,500株

５．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６．申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７．申込証拠金には、利息をつけません。

８．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座での振

替えにより行われます。

なお、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律の施行に

より、平成21年１月５日以降当社は株券不発行会社となっておりますので、株券の交付は行われません。
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏

名又は名称

普通株式 160,000株 341,360,000
東京都中央区日本橋一丁目９番１号
　野村證券株式会社

（注）１．オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を

勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から160,000株を上限として

借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出しの売出数の上限を

示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない

場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　

オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の

手取金）及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引手取概

算額、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオー

バーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等

決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間

の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.ainj.co.jp/）（新聞等）で公

表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目

論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に

伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付さ

れ、新聞等による公表は行いません。

２．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３．売出価額の総額は、平成21年７月31日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準とし

て算出した見込額であります。

 

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

売出価格
（円）

申込期間
申込
単位

申込証拠金
（円）

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約の
内容

未定
（注）１．

自 平成21年８月17日(月)
至 平成21年８月18日(火)

（注）１．
100株

１株につき
売出価格と
同一の金額

野村證券株式
会社の本店及
び全国各支店

― ―

（注）１．株式の受渡期日は、平成21年８月24日(月)であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」におい

て決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。

２．申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３．申込証拠金には、利息をつけません。

４．株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口座での振

替えにより行われます。

なお、株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律の施行に

より、平成21年１月５日以降当社は株券不発行会社となっておりますので、株券の交付は行われません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社で

ある野村證券株式会社が当社株主から160,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメントに

よる売出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、160,000株を予定しておりますが、

当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行わ

れない場合があります。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、野村證券株式会社は、一般募集及び引受人の買取引受による

売出しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出しの売出数を上限として追加的に当社普通株式を取

得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーア

ロットメントによる売出し（以下「本件募集売出し」という。）の受渡期日に始まり、本件募集売出しの申込期間の終了す

る日の翌日から起算して30日目の日（30日目の日が営業日でない場合はその前営業日）に終了する期間を行使期間（以下

「グリーンシューオプションの行使期間」という。（注））として上記当社株主から付与されます。

　また、野村證券株式会社は、本件募集売出しの申込期間の終了する日の翌日からグリーンシューオプションの行使期間の最

終日の３営業日前の日までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。（注））、上記当社株主から借入れた株式

（以下「借入れ株式」という。）の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売

出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合がありま

す。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。

なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオー

バーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により買付けた

当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあります。

　上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により買付けて返却に充当後の残余の借入れ株式は、野村證券株

式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返却されます。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われる場合

の売出数については、発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場合は、野村證

券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ、当該株主から野村證券株式会社へのグリーンシューオプショ

ンの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。

　（注）　グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成21年８月11日(火)の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成21年８月

20日(木)から平成21年９月11日(金)までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成21年８月14日(金)か

ら平成21年９月８日(火)までの間」

②　発行価格等決定日が平成21年８月12日(水)の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成21年８月

20日(木)から平成21年９月11日(金)までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成21年８月15日(土)か

ら平成21年９月８日(火)までの間」

③　発行価格等決定日が平成21年８月13日(木)の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成21年８月

21日(金)から平成21年９月16日(水)までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成21年８月18日(火)か

ら平成21年９月11日(金)までの間」

④　発行価格等決定日が平成21年８月14日(金)の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「平成21年８月

24日(月)から平成21年９月17日(木)までの間」、シンジケートカバー取引期間は「平成21年８月19日(水)か

ら平成21年９月14日(月)までの間」

となります。
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２　ロックアップについて

　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である丸紅株式会社並びに当社株主である大谷喜一及び

今川美明は、野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集及び引受人の買取引受による売出しの受渡期日

から起算して180日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、野村證券株式会社の事前の書面による

同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し等を除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中は野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株

式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利を付与された有価

証券の発行等（ただし、一般募集及び株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

　上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を一部も

しくは全部につき解除できる権限を有しております。
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第３【その他の記載事項】
 

　特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

 

・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

 

　今後、発行価格等（発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が決定さ

れた場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（発行価額の総額、資本組入額の総額、差引手

取概算額、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバー

アロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価

格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末

日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（［URL］http://www.ainj.co.jp/）（以下「新聞等」という。）

で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見

書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して

訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は

行いません。

 

・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。
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（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　平成18年７月31日から平成21年４月１日までの株式会社ジャスダック証券取引所及び平成21年４月２日から平成21年７月

31日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）は以下のとおり

であります。

　（注）１．・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

２．ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

 
ＰＥＲ（倍）＝

週末の終値

 １株当たり当期純利益

平成18年７月31日から平成19年４月30日については、平成18年４月期有価証券報告書の平成18年４月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成19年５月１日から平成20年４月30日については、平成19年４月期有価証券報告書の平成19年４月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成20年５月１日から平成21年４月30日については、平成20年４月期有価証券報告書の平成20年４月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成21年５月１日から平成21年７月31日については、平成21年４月期有価証券報告書の平成21年４月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。
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２【大量保有報告書等の提出状況】

　平成21年２月４日から平成21年７月31日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は、以下のとお

りであります。

提出者（大量保有者）
の氏名又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等の総数

（株）
株券等保有割合
（％）

大谷　喜一 平成20年３月21日平成21年７月17日変更報告書 1,914,200 16.85

大谷　喜一 平成21年３月31日平成21年７月17日変更報告書 1,914,200 14.92

大谷　喜一 平成21年７月10日平成21年７月17日変更報告書 1,914,200 14.91

大谷　喜一 平成20年３月21日平成21年７月21日訂正報告書 1,914,200 16.82

大谷　喜一 平成21年３月31日平成21年７月21日訂正報告書 1,914,200 14.89

大谷　喜一 平成21年７月10日平成21年７月21日訂正報告書 1,914,200 14.89

　（注）　上記大量保有報告書等は関東財務局及び北海道財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社株式が上場されている株

式会社東京証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】
 

１　設備計画の変更

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第40期事業年度）に記載された「第一部　企業情報　第３　設備の状況

　３　設備の新設、除却等の計画」は、平成21年７月31日現在以下のとおりとなっております。

　今期の設備投資計画を更新するとともに、調達資金の充当予定対象となる平成23年４月期についても追加記載しておりま

す。

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容 所在地

投資予定金額
（千円）

（うち敷金及
び保証金等）

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

着手 完了

医薬事業
調剤薬局の新
規開設

北海道地区
101,946
（9,930）

自己資金及び
増資資金

平成21年５月平成22年４月

５店舗

東北地区
332,159
（76,885）

８店舗

北信越地区
221,933
（28,780）

12店舗

関東地区
313,400
（78,890）

10店舗

中部地区
154,582
（38,767）

４店舗

近畿地区
295,515
（218,644）

５店舗

中国・四国
地区

74,993
（36,000）

１店舗

九州・沖縄
地区

72,300
（69,300）

１店舗

物販事業
ドラッグスト
アの新規開設

関東地区
657,281
（258,431）

平成21年５月平成22年３月 ９店舗

医薬事業
平成23年４月
期の調剤薬局
の新規開設

未定
1,720,000
（650,000）

平成22年２月平成23年４月 50店舗

物販事業

平成23年４月
期のドラッグ
ストアの新規
開設

未定
650,000
（250,000）

平成22年５月平成23年４月 10店舗

　（注）１．平成22年４月期及び平成23年４月期の計画は当社グループ全体のものです。なお、平成22年４月期の設備投資計画の

うち当社分は、医薬事業において791,021千円（うち敷金及び保証金等288,789千円）、物販事業において657,281千

円（うち敷金及び保証金等258,431千円）となります。

また、平成23年４月期の設備投資計画のうち当社分は、医薬事業において840,000千円（うち敷金及び保証金等

315,000千円）、物販事業において650,000千円（うち敷金及び保証金等250,000千円）となります。

２．上記投資予定金額のうち、既投資額は医薬事業において111,440千円（うち敷金及び保証金等11,850千円）であり、

当社分は76,485千円（うち敷金及び保証金等8,850千円）であります。

３．金額には消費税等を含めておりません。
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２　資本金の増減

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第40期事業年度）の提出日（平成21年７月31日）以後、本有価証券届

出書提出日（平成21年８月４日）までの間において次のとおり資本金が増加しております。

増加額（千円） 平成21年８月４日の資本金残高（千円）

45,560 5,104,646

　（注）１　旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使による増加であります。

２　上記有価証券報告書においては平成21年６月末までの新株予約権の行使による増加を記載しているため、上記の増

加額は平成21年７月１日以降の新株予約権の行使による増加額を含めて記載しております。

 

３　事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第40期事業年度）に記載された「第一部　企業情報　第２　事業の状況

　４　事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日（平成21年８月４日）までの

間において生じた変更その他の事由はありません。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成21年

８月４日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。
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第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第40期）

　自　平成20年５月１日
　至　平成21年４月30日

平成21年７月31日
関東財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示手続等ガイドライン）Ａ４－１

に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年７月２５日

株式会社アインファーマシーズ   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 篠河　清彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大森　茂伸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アインファーマシーズの平成１９年５月１日から平成２０年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アインファーマシーズ及び連結子会社の平成２０年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（３）重要な引当金の計上基準に記

載されているとおり、会社は当事業年度から親会社の物販事業における購買ポイントに関する会計処理について将来使

用見込額をポイントカード引当金として計上する方法に変更した。なお、当該会計方針の変更は当中間会計期間以降に、

システムの機能追加に基づき実施されたものであり、当中間連結会計期間までは従来の方法によっている。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上 

（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が提出した有価証券報告書に織り込まれた当連結会計年度の監査報

告書に記載された事項を電子化したものであります。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年７月３０日

株式会社アインファーマシーズ   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後藤　道博　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上林　三子雄　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大森　茂伸　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社アインファーマシーズの平成２０年５月１日から平成２１年４月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に
対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
アインファーマシーズ及び連結子会社の平成２１年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社アインファーマシーズの
平成２１年４月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部
統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明す
ることにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可
能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社アインファーマシーズが平成２１年４月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上 

（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が提出した有価証券報告書に織り込まれた当連結会計年度の監査報
告書に記載された事項を電子化したものであります。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年７月２５日

株式会社アインファーマシーズ   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 篠河　清彦　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大森　茂伸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アインファーマシーズの平成１９年５月１日から平成２０年４月３０日までの第３９期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

ンファーマシーズの平成２０年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

　重要な会計方針４．引当金の計上基準（５）に記載されているとおり、会社は当事業年度から物販事業における購買ポ

イントに関する会計処理について将来使用見込額をポイントカード引当金として計上する方法に変更した。なお、当該会

計方針の変更は当中間会計期間以降に、システムの機能追加に基づき実施されたものであり、当中間会計期間までは従来

の方法によっている。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が提出した有価証券報告書に織り込まれた当事業年度の監査報告書

に記載された事項を電子化したものであります。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年７月３０日

株式会社アインファーマシーズ   

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 後藤　道博　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上林　三子雄　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大森　茂伸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アインファーマシーズの平成２０年５月１日から平成２１年４月３０日までの第４０期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アイ

ンファーマシーズの平成２１年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が提出した有価証券報告書に織り込まれた当事業年度の監査報告書

に記載された事項を電子化したものであります。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社アインファーマシーズ(E04896)

有価証券届出書（組込方式）

22/22


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	（１）募集の方法
	（２）募集の条件
	（３）申込取扱場所
	（４）払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	１売出株式（引受人の買取引受による売出し）
	２売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）
	３売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）
	４売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）
	募集又は売出しに関する特別記載事項


	第３その他の記載事項
	１株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移
	２大量保有報告書等の提出状況


	第二部公開買付けに関する情報
	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	監査報告書

